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1. 平成27年3月期の連結業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

（注）26年３月期の対前期増減率は、会計方針の変更に伴い、遡及修正が行われたため、記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 145,547 6.7 9,430 30.4 16,130 △9.7 10,492 △22.3
26年3月期 136,396 ― 7,231 ― 17,861 ― 13,502 ―

（注）包括利益 27年3月期 17,510百万円 （15.2％） 26年3月期 15,204百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年3月期 178.29 177.92 5.0 6.3 6.5
26年3月期 229.81 229.39 7.0 7.5 5.3

（参考） 持分法投資損益 27年3月期 ―百万円 26年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 261,858 216,047 81.8 3,638.40
26年3月期 248,314 202,804 81.1 3,426.03

（参考） 自己資本 27年3月期 214,326百万円 26年3月期 201,345百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年3月期 5,142 △12,761 △2,759 45,724
26年3月期 8,685 12,411 △2,595 56,095

2. 配当の状況 

27年３月期第２四半期末配当金の内訳 普通配当 10円00銭 創立70周年記念配当 ２円00銭 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年3月期 ― 10.00 ― 20.00 30.00 1,767 13.0 0.9
27年3月期 ― 12.00 ― 50.00 62.00 3,660 34.8 1.8
28年3月期(予想) ― 31.00 ― 31.00 62.00 67.6

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 64,000 5.0 2,400 △21.5 3,700 △44.8 2,200 △55.4 37.35
通期 139,000 △4.5 6,300 △33.2 8,800 △45.4 5,400 △48.5 91.67



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、決算短信（添付資料）16ページ「連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）中電工従業員株式投資会専用信託口が保有する当社株式を自己株式に含めて記載しています。 

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 有
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期 65,138,117 株 26年3月期 65,138,117 株
② 期末自己株式数 27年3月期 6,231,312 株 26年3月期 6,368,872 株
③ 期中平均株式数 27年3月期 58,853,225 株 26年3月期 58,756,283 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成27年3月期の個別業績（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

（注）26年３月期の対前期増減率は、会計方針の変更に伴い、遡及修正が行われたため、記載しておりません。 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期 133,944 7.5 8,213 28.2 14,919 △12.5 10,054 △23.7
26年3月期 124,618 ― 6,404 ― 17,055 ― 13,180 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

27年3月期 170.84 170.49
26年3月期 224.33 223.91

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期 252,419 209,462 82.9 3,553.78
26年3月期 239,203 199,070 83.2 3,385.69

（参考） 自己資本 27年3月期 209,342百万円 26年3月期 198,974百万円

2. 平成28年 3月期の個別業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短
信（添付資料）２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 58,000 3.2 2,300 △13.9 3,500 △44.8 2,200 △54.7 37.35
通期 126,000 △5.9 5,700 △30.6 8,200 △45.0 5,100 △49.3 86.58
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１．経営成績
　

（１）経営成績に関する分析
　
（当期の経営成績）

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による各種経済対策や日銀による金融政策などを背景に、円安・株高

基調が継続し、企業収益や雇用環境で改善がみられるなど、景気は緩やかな回復を続けてきました。

建設業界におきましては、公共投資が堅調に推移し、民間設備投資も緩やかに増加するなど、好調な受注環境が続

く一方、人手不足や資材価格の上昇など厳しい状況も続きました。

このような状況のもと、当社グループは、太陽光発電設備工事やリニューアル工事の需要を捉えた提案営業を強化

するなど、営業・工事の各部門が一体となって積極的な営業活動を展開して受注の拡大を図るとともに、工事採算性

の向上に向けた原価低減の一層の徹底などにより利益の確保に取り組んでまいりました。

この結果、売上高につきましては、太陽光発電設備工事等が増加したことなどにより前年度を上回ることとなりま

した。

営業利益につきましては、売上高が増加したことに加えて、原価低減の効果などにより前年度を上回ることとなり

ました。

経常利益及び当期純利益につきましては、営業外収益として計上した保有債券の早期償還に伴う償還益が減少した

ことなどにより前年度を下回ることとなりました。

当連結会計年度の業績は、次のとおりであります。

（連結業績）

売上高 1,455億４千７百万円 （前年度比 6.7％増）

営業利益 94億３千万円 （前年度比 30.4％増）

経常利益 161億３千万円 （前年度比 9.7％減）

当期純利益 104億９千２百万円 （前年度比 22.3％減）

　
　
（次期の見通し）

今後の経済見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善による個人消費の持ち直しや、企業収益の改善による設

備投資の増加が見込まれるなど、引き続き緩やかな回復が期待されます。一方、財政再建問題やエネルギー政策の行

方、人手不足や海外景気の下振れリスクなども懸念されます。

こうした状況の下、当社グループは、再生可能エネルギーの買取価格の引き下げなどにより太陽光発電設備工事が

減少していくと想定される中で、引き続きリニューアル工事の提案営業を強化するとともに、中国地域における営業

基盤の強化、都市圏の事業拡大及び成長戦略による事業拡大などにより受注の確保・拡大を図ってまいります。

また、適正な原価管理の徹底や、当社グループ全体での生産性の向上などにより、利益の確保に取り組んでまいり

ます。

次期の業績につきましては、次のとおり見込んでおります。

（連結業績）

売上高 1,390億円 （当年度比 4.5％減）

営業利益 63億円 （当年度比 33.2％減）

経常利益 88億円 （当年度比 45.4％減）

親会社株主に帰属する当期純利益 54億円 （当年度比 48.5％減）
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（２）財政状態に関する分析
　

① 資産、負債、純資産の状況

総資産は2,618億５千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ135億４千４百万円の増加となりました。これは、

投資有価証券の増加64億３千９百万円、その他投資の増加65億３千２百万円などによるものです。

負債は458億１千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億１百万円の増加となりました。これは、その他流

動負債の増加２億７千４百万円などによるものです。

純資産は2,160億４千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ132億４千２百万円の増加となりました。これは、

利益剰余金の増加60億３百万円、その他有価証券評価差額金の増加46億５百万円などによるものです。

　
② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により資金を獲得しました

が、投資活動及び財務活動による資金の使用により、前連結会計年度末に比較し103億７千万円減少し、当連結会計

年度末は457億２千４百万円となりました。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度では、営業活動によって51億４千２百万円の資金を獲得しました（前連結会計年度は86億８千５

百万円の資金の獲得）。

これは主に、税金等調整前当期純利益156億５千８百万円などの資金増加要因が、法人税等の支払額54億８千２百

万円、投資有価証券償還益34億６千万円、売上債権の増加額32億５千万円などの資金減少要因を上回ったことによ

るものです。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度では、投資活動によって127億６千１百万円の資金を使用しました（前連結会計年度は124億１千

１百万円の資金の獲得）。

これは主に、投資有価証券の償還などにより253億円の収入がありましたが、投資有価証券の取得により240億６

千８百万円、定期預金の預入により89億５千万円、貸付けによる支出により53億２千６百万円の支出があったこと

によるものです。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度では、財務活動によって27億５千９百万円の資金を使用しました（前連結会計年度は25億９千５

百万円の資金の使用）。

これは主に、配当金の支払により18億８千８百万円、リース債務の返済により８億５千８百万円を支出したこと

によるものです。

　
（キャッシュ・フロー関連指標の推移）

平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率（％） 79.9 80.8 82.4 81.1 81.8

時価ベースの自己資本比率（％） 28.0 23.1 23.9 42.3 52.7

債務償還年数（年） 0.2 ― 0.1 ― ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

2,182.0 ― 2,178.7 9,919.1 109,656.3

自己資本比率 ：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産
債務償還年数 ：有利子負債／キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い
（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。
（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。
（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。
（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている負債（リース債務及び信託型従業員持株インセ

ンティブ・プランの導入に伴う長期借入金を除く。）を対象としています。
（注５）営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッシュ・フロー」

及び「利息の支払額」を使用しています。
（注６）平成24年３月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスのため債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは「－」で

表示しています。また、平成26年３月期及び平成27年３月期は、有利子負債がないため債務償還年数は「－」で表示しています。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
　

当社の利益配分につきましては、次の「資本政策の基本的な方針」に基づき行うこととしております。

【資本政策の基本的な方針】

　 当社は、通常の運転資金と突発的なリスクへの対応を考慮したうえで、持続的な成長のための投資に

　内部資金を活用するとともに、業績や経営環境等を総合的に勘案し、株主還元を充実していくことによ

　り、中長期的な企業価値の向上を目指す。

　（１）持続的な成長のための投資

　 事業の拡大、人材育成・研究開発強化等、将来の成長に繋がる投資に内部資金を有効活用する。

　（２）株主還元の充実

　 業績等を踏まえつつ、持続的・安定的な配当を行う。

　 また、経営環境等を総合的に勘案したうえで、必要に応じて自己株式取得を実施する。

当社は、上記方針に基づき、当期（平成27年３月期）から、持続的・安定的なより高水準の配当を行うことを重

視し、ＤＯＥ（連結株主資本配当率）２％を目処に配当を行う配当方針に変更しております。

また、お支払いについては、定款の定めに基づく取締役会決議による中間配当及び株主総会決議による期末配当

の年２回を基本としております。

これにより、当期の期末配当金は、１株当たり50円となり、当期の年間配当金は、中間配当金〔１株当たり12円

（創立70周年記念配当２円を含む）〕と合わせて１株当たり62円とする予定としております。

なお、次期の配当金につきましては、配当方針に従いまして、年間配当金は１株当たり62円を予定しており、そ

の内訳は、中間配当金が１株当たり31円、期末配当金が１株当たり31円となる見込みであります。

（４）事業等のリスク
　

当社グループの事業に関して、投資家の皆様の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられるリスクには、

以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありますが、

これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合に適切かつ迅速な対応に努めてまいりま

す。

① 受注環境の悪化

経済状況の変動により、公共投資や民間設備投資が減少を続けた場合、受注競争がより一層激化し当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 取引先の信用リスク

当社グループは、取引先の与信管理を行い、不良債権の発生防止に努めています。しかしながら取引先の経営・

財務状況が悪化し不良債権が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③ 材料費及び外注費の高騰

材料単価や外注労務単価が著しく上昇し、これを請負金額に反映することが困難な場合には、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。

④ 保有債券等の時価の下落

営業政策として株式を、また資金運用目的として債券を保有しています。このため、株式市況や債券市況の動向

如何によっては、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 自然災害の発生

当社グループは、大規模な自然災害発生時における業務中断に伴うリスクを最低限に抑えるために、事業継続計

画を策定していますが、大規模な自然災害に伴い工事の中断や大幅な遅延等の事態が生じた場合には、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況
　
当社グループは、当社、子会社11社、持分法非適用関連会社１社及びその他の関係会社１社で構成され、事業に係

わる位置付け及び事業内容は、次のとおりであります。

　
設備工事業 当社は設備工事業を営んでおり、子会社である三親電材㈱他６社に対して工事の一部を、子会社

である㈱イーペック広島に対して設計・積算業務の一部を、三親電材㈱に対して資材の一部をそ

れぞれ発注しております。また、子会社であるCHUDENKO(Malaysia）Sdn．Bhd．がマレーシアに

おいて設備工事業を営んでおります。

販売事業 子会社である三親電材㈱が電気工事材料・器具の販売事業を営んでおります。

その他の事業 子会社である中工開発㈱が保険代理、賃貸等の事業を営んでおります。

子会社である合同会社あぐりこるWESTが農業関連事業を営んでおります。

持分法非適用関連会社であるOCソーラー㈱が太陽光発電事業を営んでおります。

その他の関係会社である中国電力㈱が電気事業を営んでおり、当社は同社の電気工事等を請負施

工しております。
　

事業の系統図は次のとおりであります。

　
（注）OCソーラー㈱は、当連結会計年度に設立されております。
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３．経営方針
　

（１）会社の経営の基本方針

当社は、遵守すべき精神的なよりどころとして「眞心」を社是と定めております。

また、企業使命を「総合設備エンジニアリング企業として、お客様のために高度な価値を付加した生活・事業環

境を創出することにより、社会の発展に貢献する」とし、次の５項目を経営姿勢としております。

① お客様・株主様の信頼を獲得し、選ばれる企業を目指す。

② 環境に優しく、品質に厳しい企業を目指す。

③ 総合技術力の強化・向上を目指す。

④ 人を大切にし、安全で活力ある職場作りを推進する。

⑤ 受注の確保と経営の効率化を推進し、強固な経営基盤を堅持する。

　
（２）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

当社グループが、将来にわたり持続的な発展を遂げていくためには、経営基盤の強化と更なる成長が不可欠であ

り、この実現に向けて新たな中期経営計画（2015～2017年度）を策定いたしました。

この計画では、これまで実施してきた主要施策の継続による地域に密着したコア事業の強化と、将来を見据えた

成長戦略による事業の拡大に向けて、次に掲げる主要施策に取り組んでまいります。

〔 主要施策 〕

① 受注の確保・拡大

・中国地域における営業基盤の強化

・都市圏の事業拡大

・成長戦略による事業拡大

② 利益の確保・拡大
・適正な原価管理の徹底

・中電工グループ全体での生産性の向上

③ 活力を生む“人づくり”

・中電工グループ全体での人材の確保

・次世代リーダーの育成

・「より高度な仕事をする」環境の構築

④ 品質の向上 ・お客様満足度の向上

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方
　
当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

　 なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 19,295 17,741

受取手形・完成工事未収入金等 41,218 44,473

有価証券 38,130 32,228

未成工事支出金 4,616 5,309

材料貯蔵品 311 467

商品 785 888

繰延税金資産 2,104 2,146

その他 1,648 1,975

貸倒引当金 △167 △122

流動資産合計 107,943 105,107

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 37,573 38,833

機械、運搬具及び工具器具備品 6,424 6,607

土地 12,950 12,814

リース資産 4,133 4,682

建設仮勘定 226 248

減価償却累計額 △30,748 △31,947

有形固定資産合計 30,559 31,238

無形固定資産 879 936

投資その他の資産

投資有価証券 100,573 107,013

長期貸付金 1,256 6,040

繰延税金資産 2,169 16

その他 5,130 11,662

貸倒引当金 △197 △157

投資その他の資産合計 108,932 124,575

固定資産合計 140,371 156,751

資産合計 248,314 261,858
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 26,209 27,647

リース債務 730 795

未払法人税等 4,915 3,403

未成工事受入金 2,777 2,299

完成工事補償引当金 29 36

工事損失引当金 103 8

役員賞与引当金 33 35

その他 3,650 3,924

流動負債合計 38,449 38,151

固定負債

長期借入金 426 264

リース債務 1,564 1,786

繰延税金負債 - 934

役員退職慰労引当金 93 76

退職給付に係る負債 4,519 4,362

その他 457 234

固定負債合計 7,060 7,660

負債合計 45,510 45,811

純資産の部

株主資本

資本金 3,481 3,481

資本剰余金 224 195

利益剰余金 196,411 202,414

自己株式 △9,496 △9,260

株主資本合計 190,621 196,830

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10,348 14,954

為替換算調整勘定 18 28

退職給付に係る調整累計額 356 2,514

その他の包括利益累計額合計 10,723 17,496

新株予約権 96 120

少数株主持分 1,362 1,600

純資産合計 202,804 216,047

負債純資産合計 248,314 261,858
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高

完成工事高 127,326 135,831

販売事業売上高 9,069 9,716

売上高合計 136,396 145,547

売上原価

完成工事原価 111,403 117,515

販売事業売上原価 7,973 8,547

売上原価合計 119,376 126,062

売上総利益

完成工事総利益 15,923 18,316

販売事業総利益 1,095 1,169

売上総利益合計 17,019 19,485

販売費及び一般管理費 9,788 10,054

営業利益 7,231 9,430

営業外収益

受取利息 2,184 2,090

受取配当金 268 342

投資有価証券償還益 7,432 3,460

その他 832 854

営業外収益合計 10,718 6,748

営業外費用

支払利息 0 0

貸倒引当金繰入額 32 -

災害事故関係費 19 19

工具器具等処分損 5 6

支払手数料 12 13

その他 16 9

営業外費用合計 87 48

経常利益 17,861 16,130
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

特別利益

固定資産処分益 84 30

投資有価証券売却益 23 -

特別利益合計 107 30

特別損失

固定資産処分損 91 74

減損損失 31 328

投資有価証券評価損 0 -

関係会社出資金評価損 - 99

特別損失合計 123 502

税金等調整前当期純利益 17,844 15,658

法人税、住民税及び事業税 5,294 3,975

法人税等調整額 △1,101 953

法人税等合計 4,193 4,928

少数株主損益調整前当期純利益 13,651 10,729

少数株主利益 149 236

当期純利益 13,502 10,492
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 13,651 10,729

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,538 4,613

為替換算調整勘定 14 9

退職給付に係る調整額 - 2,157

その他の包括利益合計 1,553 6,781

包括利益 15,204 17,510

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 15,034 17,265

少数株主に係る包括利益 170 244
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,481 139 183,897 △9,436 178,083

会計方針の変更によ

る累積的影響額
185 185

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,481 139 184,083 △9,436 178,268

当期変動額

剰余金の配当 △1,175 △1,175

当期純利益 13,502 13,502

自己株式の取得 △454 △454

自己株式の処分 85 394 479

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― 85 12,327 △59 12,353

当期末残高 3,481 224 196,411 △9,496 190,621

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 8,830 3 ― 8,834 36 1,198 188,152

会計方針の変更によ

る累積的影響額
185

会計方針の変更を反映

した当期首残高
8,830 3 ― 8,834 36 1,198 188,337

当期変動額

剰余金の配当 △1,175

当期純利益 13,502

自己株式の取得 △454

自己株式の処分 479

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
1,517 14 356 1,888 60 164 2,113

当期変動額合計 1,517 14 356 1,888 60 164 14,467

当期末残高 10,348 18 356 10,723 96 1,362 202,804
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,481 224 196,411 △9,496 190,621

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△2,601 △2,601

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,481 224 193,809 △9,496 188,020

当期変動額

剰余金の配当 △1,888 △1,888

当期純利益 10,492 10,492

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △29 236 206

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― △29 8,604 235 8,809

当期末残高 3,481 195 202,414 △9,260 196,830

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 10,348 18 356 10,723 96 1,362 202,804

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△2,601

会計方針の変更を反映

した当期首残高
10,348 18 356 10,723 96 1,362 200,203

当期変動額

剰余金の配当 △1,888

当期純利益 10,492

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 206

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
4,605 9 2,157 6,772 23 237 7,033

当期変動額合計 4,605 9 2,157 6,772 23 237 15,843

当期末残高 14,954 28 2,514 17,496 120 1,600 216,047
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 17,844 15,658

減価償却費 2,303 2,601

減損損失 31 328

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △84

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,256 △1,033

その他の引当金の増減額（△は減少） 54 △102

受取利息及び受取配当金 △2,452 △2,433

支払利息 0 0

投資有価証券評価損益（△は益） 0 -

関係会社出資金評価損益（△は益） - 99

投資有価証券売却損益（△は益） △23 -

投資有価証券償還損益（△は益） △7,432 △3,460

有形固定資産処分損益（△は益） 12 49

売上債権の増減額（△は増加） △7,330 △3,250

未成工事支出金の増減額（△は増加） 390 △693

仕入債務の増減額（△は減少） 5,010 1,435

未成工事受入金の増減額（△は減少） 250 △477

その他 881 △411

小計 8,285 8,227

利息及び配当金の受取額 2,104 2,397

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △1,703 △5,482

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,685 5,142

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,430 △8,950

定期預金の払戻による収入 930 2,930

有形固定資産の取得による支出 △3,165 △2,393

有形固定資産の売却による収入 157 143

投資有価証券の取得による支出 △11,029 △24,068

投資有価証券の売却及び償還による収入 28,549 25,300

貸付けによる支出 △33 △5,326

貸付金の回収による収入 686 442

その他 △253 △838

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,411 △12,761
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,100 -

長期借入れによる収入 452 -

長期借入金の返済による支出 △25 △161

リース債務の返済による支出 △764 △858

自己株式の取得による支出 △454 △1

自己株式の売却による収入 477 158

配当金の支払額 △1,175 △1,888

少数株主への配当金の支払額 △5 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,595 △2,759

現金及び現金同等物に係る換算差額 11 7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,514 △10,370

現金及び現金同等物の期首残高 37,581 56,095

現金及び現金同等物の期末残高 56,095 45,724
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（５）連結財務諸表に関する注記事項
　

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項なし

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

（１）持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（中工開発㈱、合同会社あぐりこる ＷＥＳＴ）及び関連会社（ＯＣソー

ラー㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲か

ら除外している。

（２）会計処理基準に関する事項

　 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっている。

　 ②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理することとしている。

なお、上記の記載事項以外は、最近の有価証券報告書（平成26年６月27日提出）における記載事項から重要な

変更がないため開示を省略している。

(会計方針の変更)

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結

会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基

準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年

数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会

計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減している。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が4,025百万円増加し、利益剰余金が2,601百万円減少して

いる。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ58百万円増加している。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載している。

　

　（工事原価の計上方法の変更）

当社は、従来、販売費及び一般管理費で処理していた本店の工事部門及び事業場の費用の一部について、当連結会

計年度から工事原価で処理する方法に変更した。

当社は、前中期経営計画〔平成24年度～26年度〕に掲げる「コア業務へ力点を置いた組織・要員・事業体制」に向

けて、支社の統廃合等の組織再編や業務の全社的な見直しを実施している。その過程で、本店の工事部門及び事業場

の機能や役割について再検討を実施した結果、当社の費用の発生態様と工事収益との関連を明確に反映させることが

利害関係者に対してより有用な情報開示に資すると判断したことから、システム対応が完了したことを機に当該変更

を行ったものである。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっている。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度における連結貸借対照表は、未成工事支出金、利益剰余金

がそれぞれ253百万円、163百万円増加し、前連結会計年度の連結損益計算書は、売上原価が4,551百万円増加し、販売

費及び一般管理費が4,507百万円減少している。また、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ44

百万円減少し、少数株主損益調整前当期純利益及び当期純利益が21百万円減少している。
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前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書は、税金等調整前当期純利益が44百万円減少し、未成工事支出金

の増減額が44百万円増加している。

前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金

の遡及適用後の期首残高は185百万円増加している。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載している。

(追加情報)

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン）

当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っている。

（１）取引の概要

　 当社は、当社従業員に対し、福利厚生の拡充とともに、中長期的な企業価値向上へのインセンティブを付与

することで勤労意欲の高揚を図り、業績の向上ひいては株式価値の向上に寄与することを目的として、「信託型

従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」という。）を平成25年12月から導入している。

本プランでは、当社が信託銀行に「中電工従業員株式投資会専用信託口」（以下、「本信託」という。）を設

定し、本信託は設定後３年間にわたり中電工従業員株式投資会が取得すると見込まれる規模の当社株式を、借

入金を原資として当社からの第三者割当によって予め取得する。その後は、本信託から中電工従業員株式投資

会に対して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で本信託内に株式売却益相当額が累積

した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配される。なお、当社

は、本信託が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、当社株価の下落により本信託内に株

式売却損相当額が累積し、信託終了時点において本信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、

保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになる。

　 （２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上している。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度424百万円、232千株、当連結

会計年度255百万円、139千株である。

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　 前連結会計年度426百万円、当連結会計年度264百万円

決算短信 （宝印刷）  2015年04月28日 11時03分 17ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



㈱中電工(1941) 平成27年３月期 決算短信

－ 18 －

　

(連結損益計算書関係)

　
１． 完成工事原価に含まれている工事損失引当金の繰入額（△は戻入額）は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

49百万円 △95百万円
　

２．一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

従業員給料手当 4,931百万円 5,085百万円

役員賞与引当金繰入額 33 35

退職給付費用 422 315

役員退職慰労引当金繰入額 33 36

貸倒引当金繰入額 △19 △41
　
３．一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

88百万円 97百万円
　
４．固定資産処分益の内訳は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物・構築物 26百万円 ―百万円

土地 58 30

計 84 30
　
５．固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物・構築物 81百万円 39百万円

土地 0 19

建設仮勘定 ― 5

無形固定資産 9 9

計 91 74
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６．減損損失

前連結会計年度 (自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上している。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

遊休資産 土地 鳥取県鳥取市 31

当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を基準に主として営業所単位に、賃貸用資産及び遊休

資産については個別にグループ化し、減損損失の判定を行った。

その結果、三親電材㈱鳥取営業所の移転に伴い旧事務所が遊休資産となったため、当該資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（31百万円）として特別損失に計上している。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額（固定資産税評価額を基に算出した価額）により算定している。

　
当連結会計年度 (自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

　
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上している。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

遊休資産
（当社所有ビル）

建物・構築物等 広島市西区 276

遊休資産
（当社社員寮）

建物 広島県廿日市市 2

遊休資産
（三親電材㈱防府営業所）

土地 山口県防府市 49

当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を基準に主として営業所単位に、賃貸用資産及び遊休

資産については個別にグループ化し、減損損失の判定を行った。

その結果、上記の遊休資産について減損損失を計上した。

　
当社所有ビル（広島市西区）については、解体工事実施を決定したため、当該資産の帳簿価額を備忘価額まで減

額し、減損損失（276百万円）として特別損失に計上している。その内訳は、建物・構築物117百万円、処分費用見

込額157百万円、その他１百万円である。

　
当社社員寮（広島県廿日市市）については、売却契約締結に伴い、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（２百万円）として特別損失に計上している。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額（売買契約額に基づく評価）により算定している。

　
三親電材㈱防府営業所（山口県防府市）については、営業所の統廃合により遊休資産となったため、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失（49百万円）として特別損失に計上している。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額（固定資産税評価額を基に算出した価額）により算定している。

決算短信 （宝印刷）  2015年04月28日 11時03分 19ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



㈱中電工(1941) 平成27年３月期 決算短信

－ 20 －

(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度(平成26年３月31日)

(単位：百万円)

種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

（1）株式 17,584 7,352 10,231

（2）債券

① 国債・地方債等 13,247 12,600 647

② 社債 15,987 15,460 527

③ その他 17,311 12,633 4,678

（3）その他 ― ― ―

小計 64,131 48,047 16,084

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（1）株式 505 578 △72

（2）債券

① 国債・地方債等 497 499 △2

② 社債 7,925 7,947 △22

③ その他 33,979 37,200 △3,220

（3）その他 29,831 29,831 ―

小計 72,740 76,057 △3,317

合計 136,872 124,104 12,767

　

当連結会計年度(平成27年３月31日)

(単位：百万円)

種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

（1）株式 26,186 10,601 15,584

（2）債券

① 国債・地方債等 14,096 13,399 696

② 社債 24,316 23,580 735

③ その他 18,622 15,094 3,528

（3）その他 506 500 6

小計 83,728 63,177 20,551

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（1）株式 153 188 △35

（2）債券

① 国債・地方債等 ― ― ―

② 社債 14,962 14,997 △34

③ その他 12,176 12,699 △523

（3）その他 26,529 26,533 △4

小計 53,821 54,419 △597

合計 137,550 117,596 19,953
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２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 39 23 ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 39 23 ―

　

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 ― ― ―

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度において、有価証券について０百万円（その他有価証券の株式）減損処理している。

なお、減損処理にあたっては、連結決算日における時価が取得原価に比べ30～50％下落した銘柄についても回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っている。

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

当連結会計年度において、該当する事項はない。

なお、減損処理にあたっては、連結決算日における時価が取得原価に比べ30～50％下落した銘柄についても回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っている。

(セグメント情報)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　
量的基準より判断して、当社の報告セグメントは「設備工事業」のみとなるため、「報告セグメントごとの売上高及

び利益又は損失の金額に関する情報」等の記載を省略している。

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

　
量的基準より判断して、当社の報告セグメントは「設備工事業」のみとなるため、「報告セグメントごとの売上高及

び利益又は損失の金額に関する情報」等の記載を省略している。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 3,426.03円 3,638.40円

１株当たり当期純利益 229.81円 178.29円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

229.39円 177.92円

　
(注) １．「会計方針の変更」（退職給付会計基準等の適用）に記載のとおり、当連結会計年度から退職給付会計

基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っている。この結果、当連結
会計年度の１株当たり純資産額は43.52円減少し、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当
たり当期純利益はそれぞれ0.64円増加している。

２．「会計方針の変更」（工事原価の計上方法の変更）に記載のとおり、当連結会計年度における会計方針
の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっている。この結
果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の１株当たり純資産額は2.79円増加し、１株当たり
当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益はいずれも0.37円減少している。

３．株主資本において自己株式として計上されている中電工従業員株式投資会専用信託口に残存する自社
の株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め
ており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めてい
る。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前連結会計年度240千株、
当連結会計年度182千株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数
は、前連結会計年度232千株、当連結会計年度139千株である。

４．１株当たり当期純利益の算定上の基礎及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、
以下のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(百万円) 13,502 10,492

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 13,502 10,492

普通株式の期中平均株式数(千株) 58,756 58,853

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（千株） 108 122

（うち新株予約権） (108) (122)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

―
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５．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

前連結会計年度末
(平成26年３月31日)

当連結会計年度末
(平成27年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 202,804 216,047

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 1,459 1,720

（うち新株予約権） （96） （120）

(うち少数株主持分) （1,362） （1,600）

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 201,345 214,326

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株
式の数(千株)

58,769 58,906

(重要な後発事象)

該当事項なし
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 18,047 15,481

受取手形 5,624 5,227

電子記録債権 359 1,064

完成工事未収入金 30,016 33,729

有価証券 38,130 32,228

未成工事支出金 4,501 5,162

材料貯蔵品 302 463

短期貸付金 50 100

前払費用 2 2

繰延税金資産 1,931 1,960

その他 1,811 2,045

貸倒引当金 △122 △82

流動資産合計 100,656 97,382

固定資産

有形固定資産

建物 32,289 33,380

減価償却累計額 △19,753 △20,385

建物（純額） 12,536 12,994

構築物 4,074 4,141

減価償却累計額 △2,888 △2,971

構築物（純額） 1,186 1,169

機械及び装置 930 985

減価償却累計額 △845 △827

機械及び装置（純額） 85 158

車両運搬具 112 107

減価償却累計額 △109 △103

車両運搬具（純額） 2 4

工具器具・備品 5,255 5,371

減価償却累計額 △4,493 △4,660

工具器具・備品（純額） 762 711

土地 12,255 12,219

リース資産 3,712 4,218

減価償却累計額 △1,813 △2,085

リース資産（純額） 1,898 2,133

建設仮勘定 126 194

有形固定資産合計 28,854 29,586

無形固定資産

ソフトウエア 767 832

その他 50 50

無形固定資産合計 818 883
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 99,583 105,018

関係会社株式 591 1,382

関係会社社債 517 525

その他の関係会社有価証券 - 180

関係会社出資金 198 98

長期貸付金 1,127 950

従業員に対する長期貸付金 129 89

関係会社長期貸付金 40 5,050

破産更生債権等 26 12

長期前払費用 117 148

繰延税金資産 2,236 160

保険積立金 1,606 1,736

その他 2,856 9,365

貸倒引当金 △158 △149

投資その他の資産合計 108,873 124,567

固定資産合計 138,547 155,037

資産合計 239,203 252,419

負債の部

流動負債

工事未払金 21,605 23,309

リース債務 666 712

未払金 1,740 1,982

未払費用 1,370 1,221

未払法人税等 4,523 3,153

未成工事受入金 2,762 2,248

預り金 133 144

前受収益 22 22

完成工事補償引当金 30 37

工事損失引当金 103 8

その他 19 59

流動負債合計 32,978 32,899

固定負債

長期借入金 426 264

リース債務 1,344 1,574

退職給付引当金 4,948 8,006

資産除去債務 72 -

その他 361 211

固定負債合計 7,154 10,057

負債合計 40,132 42,957
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,481 3,481

資本剰余金

資本準備金 25 25

その他資本剰余金 199 170

資本剰余金合計 224 195

利益剰余金

利益準備金 870 870

その他利益剰余金

特別償却準備金 6 6

固定資産圧縮積立金 1,989 2,096

別途積立金 173,400 173,400

繰越利益剰余金 18,181 23,640

利益剰余金合計 194,448 200,013

自己株式 △9,496 △9,260

株主資本合計 188,659 194,429

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,315 14,912

評価・換算差額等合計 10,315 14,912

新株予約権 96 120

純資産合計 199,070 209,462

負債純資産合計 239,203 252,419
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高

完成工事高 124,618 133,944

売上高合計 124,618 133,944

売上原価

完成工事原価 110,673 117,951

売上原価合計 110,673 117,951

売上総利益

完成工事総利益 13,944 15,992

売上総利益合計 13,944 15,992

販売費及び一般管理費

役員報酬 404 426

従業員給料手当 3,646 3,760

退職金 26 21

退職給付費用 339 292

株式報酬費用 60 61

法定福利費 654 680

福利厚生費 231 183

修繕維持費 32 70

事務用品費 109 87

通信交通費 202 260

動力用水光熱費 71 73

調査研究費 14 35

広告宣伝費 70 119

貸倒引当金繰入額 △20 △33

貸倒損失 0 0

交際費 64 78

寄付金 22 31

地代家賃 64 67

減価償却費 330 370

租税公課 297 405

保険料 170 121

雑費 745 665

販売費及び一般管理費合計 7,540 7,779

営業利益 6,404 8,213
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業外収益

受取利息 30 61

有価証券利息 2,153 2,026

受取配当金 276 355

投資有価証券償還益 7,432 3,460

その他 835 839

営業外収益合計 10,728 6,743

営業外費用

貸倒引当金繰入額 42 10

売上割引 3 4

災害事故関係費 17 17

工具器具等処分損 4 3

その他 8 2

営業外費用合計 77 37

経常利益 17,055 14,919

特別利益

固定資産処分益 38 69

投資有価証券売却益 23 -

特別利益合計 61 69

特別損失

固定資産処分損 86 74

減損損失 - 278

投資有価証券評価損 0 -

関係会社出資金評価損 - 99

特別損失合計 87 452

税引前当期純利益 17,028 14,535

法人税、住民税及び事業税 4,867 3,528

法人税等調整額 △1,019 952

法人税等合計 3,847 4,481

当期純利益 13,180 10,054
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（３）株主資本等変動計算書
前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 3,481 25 114 139

会計方針の変更による累積的

影響額
会計方針の変更を反映した当期

首残高
3,481 25 114 139

当期変動額

剰余金の配当

特別償却準備金の積立

特別償却準備金の取崩

実効税率変更に伴う準備金の

増加

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

実効税率変更に伴う積立金の

増加

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 85 85

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 85 85

当期末残高 3,481 25 199 224

　
株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
特別償却準備金

固定資産圧縮

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 870 ― 2,004 173,400 5,982 182,257

会計方針の変更による累積的

影響額
185 185

会計方針の変更を反映した当期

首残高
870 ― 2,004 173,400 6,168 182,442

当期変動額

剰余金の配当 △1,175 △1,175

特別償却準備金の積立 7 △7 ―

特別償却準備金の取崩 △0 0 ―

実効税率変更に伴う準備金の

増加
― ― ―

固定資産圧縮積立金の積立 160 △160 ―

固定資産圧縮積立金の取崩 △175 175 ―

実効税率変更に伴う積立金の

増加
― ― ―

当期純利益 13,180 13,180

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

当期変動額合計 ― 6 △14 ― 12,013 12,005

当期末残高 870 6 1,989 173,400 18,181 194,448
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株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △9,436 176,442 8,818 8,818 36 185,297

会計方針の変更による累積的

影響額
185 185

会計方針の変更を反映した当期

首残高
△9,436 176,627 8,818 8,818 36 185,482

当期変動額

剰余金の配当 △1,175 △1,175

特別償却準備金の積立 ― ―

特別償却準備金の取崩 ― ―

実効税率変更に伴う準備金の

増加
― ―

固定資産圧縮積立金の積立 ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

実効税率変更に伴う積立金の

増加
― ―

当期純利益 13,180 13,180

自己株式の取得 △454 △454 △454

自己株式の処分 394 479 479

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）
1,496 1,496 60 1,557

当期変動額合計 △59 12,031 1,496 1,496 60 13,588

当期末残高 △9,496 188,659 10,315 10,315 96 199,070
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当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 3,481 25 199 224

会計方針の変更による累積的

影響額
会計方針の変更を反映した当期

首残高
3,481 25 199 224

当期変動額

剰余金の配当

特別償却準備金の積立

特別償却準備金の取崩

実効税率変更に伴う準備金の

増加

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

実効税率変更に伴う積立金の

増加

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 △29 △29

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

当期変動額合計 ― ― △29 △29

当期末残高 3,481 25 170 195

　
株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
特別償却準備金

固定資産圧縮

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 870 6 1,989 173,400 18,181 194,448

会計方針の変更による累積的

影響額
△2,601 △2,601

会計方針の変更を反映した当期

首残高
870 6 1,989 173,400 15,580 191,847

当期変動額

剰余金の配当 △1,888 △1,888

特別償却準備金の積立 ― ― ―

特別償却準備金の取崩 △1 1 ―

実効税率変更に伴う準備金の

増加
0 △0 ―

固定資産圧縮積立金の積立 37 △37 ―

固定資産圧縮積立金の取崩 △32 32 ―

実効税率変更に伴う積立金の

増加
102 △102 ―

当期純利益 10,054 10,054

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）

当期変動額合計 ― △0 106 ― 8,059 8,165

当期末残高 870 6 2,096 173,400 23,640 200,013
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株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △9,496 188,659 10,315 10,315 96 199,070

会計方針の変更による累積的

影響額
△2,601 △2,601

会計方針の変更を反映した当期

首残高
△9,496 186,057 10,315 10,315 96 196,469

当期変動額

剰余金の配当 △1,888 △1,888

特別償却準備金の積立 ― ―

特別償却準備金の取崩 ― ―

実効税率変更に伴う準備金の

増加
― ―

固定資産圧縮積立金の積立 ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

実効税率変更に伴う積立金の

増加
― ―

当期純利益 10,054 10,054

自己株式の取得 △1 △1 △1

自己株式の処分 236 206 206

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）
4,597 4,597 23 4,620

当期変動額合計 235 8,371 4,597 4,597 23 12,992

当期末残高 △9,260 194,429 14,912 14,912 120 209,462
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（４）個別財務諸表に関する注記事項
　
(継続企業の前提に関する注記)

該当事項なし

７．その他

（１）個別の部門別受注高及び売上高の実績、次期繰越高

①受注高 （単位：百万円、％）

区 分
平成26年３月期 平成27年３月期

比較増減 増減率
金額 構成比 金額 構成比

屋内電気工事 72,803 54.6 79,592 57.0 6,789 9.3

空調・管工事 22,115 16.6 22,005 15.7 △110 △0.5

情報通信工事 6,459 4.8 4,542 3.3 △1,916 △29.7

配電線工事 28,178 21.2 29,095 20.8 916 3.3

発送変電工事 3,674 2.8 4,491 3.2 817 22.2

合 計 133,232 100.0 139,727 100.0 6,495 4.9

②売上高 （単位：百万円、％）

区 分
平成26年３月期 平成27年３月期

比較増減 増減率
金額 構成比 金額 構成比

屋内電気工事 67,399 54.1 75,082 56.1 7,682 11.4

空調・管工事 18,969 15.2 20,295 15.1 1,325 7.0

情報通信工事 6,577 5.3 5,797 4.3 △780 △11.9

配電線工事 28,094 22.5 29,144 21.8 1,050 3.7

発送変電工事 3,576 2.9 3,625 2.7 48 1.4

合 計 124,618 100.0 133,944 100.0 9,326 7.5

③次期繰越高 （単位：百万円、％）

区 分
平成26年３月期 平成27年３月期

比較増減 増減率
金額 構成比 金額 構成比

屋内電気工事 38,174 71.5 42,685 72.1 4,510 11.8

空調・管工事 10,951 20.5 12,661 21.4 1,709 15.6

情報通信工事 2,575 4.8 1,321 2.2 △1,254 △48.7

配電線工事 389 0.7 340 0.6 △49 △12.6

発送変電工事 1,323 2.5 2,190 3.7 866 65.4

合 計 53,414 100.0 59,198 100.0 5,783 10.8
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（２）個別の得意先別受注高及び売上高の実績

①受注高 （単位：百万円、％）

区 分
平成26年３月期 平成27年３月期

比較増減 増減率
金額 構成比 金額 構成比

中国電力㈱ 34,837 26.2 36,357 26.0 1,520 4.4

一般得意先 98,394 73.8 103,370 74.0 4,975 5.1

合 計 133,232 100.0 139,727 100.0 6,495 4.9

②売上高 （単位：百万円、％）

区 分
平成26年３月期 平成27年３月期

比較増減 増減率
金額 構成比 金額 構成比

中国電力㈱ 34,482 27.7 35,595 26.6 1,112 3.2

一般得意先 90,135 72.3 98,348 73.4 8,213 9.1

合 計 124,618 100.0 133,944 100.0 9,326 7.5

（３）個別の部門別受注高及び売上高の予想

　
平成28年３月期（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

　（単位：百万円、％）

区 分
受注高 売上高

金額 構成比 金額 構成比

屋内電気工事 70,800 54.0 67,200 53.3

空調・管工事 21,600 16.5 20,500 16.3

情報通信工事 5,900 4.5 4,500 3.6

配電線工事 29,200 22.3 29,400 23.3

発送変電工事 3,500 2.7 4,400 3.5

合 計 131,000 100.0 126,000 100.0
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